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○亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（FIT売電不可）導入事業費補助金交付要綱 

令和6年11月1日 

告示第207号 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、温室効果ガス排出量削減を目的として、環境への負荷が少ない自然エネル

ギーの利用を促進するため、新たに自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設

備を同時に設置した者又は自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備及び住

宅用給湯機器を同時に設置した者に対し、その設置に要する経費の一部に予算の範囲内に

おいて、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２

２０３３０３号。以下「国要領」という。）、京都府家庭向け自立型再生可能エネルギー

設備設置助成事業費補助金交付要領（平成２８年５月２０日８エ第５５号。以下「府要

領」という。）、亀岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号）及びこの要綱

に定めるところにより補助金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 住宅 建築物の総床面積の２分の１以上が居住の用に供されている戸建の家屋であっ

て、個人が所有するものをいう。 

⑵ 電気事業者 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する  

特別措置法（平成２３年法律第１０８号。以下「再エネ特措法」という。）第２条第４項

に規定する電気事業者をいう。 

⑶ 住宅用太陽光・蓄電設備 住宅用の太陽光発電設備（当該設備を用いて発電した電気を

電気事業者に供給する場合は、当該設備の設置場所を含む一の需要場所において使用され

る電気として供給された後の残余の電気を電気事業者に供給する構造であるものに限

る。）及びその発電した電気を蓄電することができる住宅用の蓄電設備をいう。 

⑷ 住宅用給湯機器 住宅用の高効率給湯機器又は住宅用のコージェネレーションシステム

をいう。 

⑸ 事業着手 補助対象設備の設置に係る契約締結又は工事着工のいずれか早いものをい

う。 

⑹ 事業完了 補助対象設備の設置に係る契約に基づく工事完了又は代金支払のいずれか遅

いものをいう。 

⑺ 事業期間 事業着手日から事業完了日までの期間をいう。 

 （補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のとおり

とする。 

⑴ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

⑵ 住宅用給湯機器設置事業 

２ 前項に定める補助対象事業における補助対象者（補助金の交付の対象となる者をいう。

以下同じ。）、補助対象設備（補助金の交付の対象となる設備をいう。以下同じ。）、補

助対象経費（補助金の交付の対象となる経費をいう。以下同じ。）及び補助金の額は、同

項第１号に掲げる事業にあっては別表第１に、同項第２号に掲げる事業にあっては別表第

２に定めるとおりとする。 

３ 住宅用給湯機器について、別表第２に定める補助対象者、補助対象設備及び補助対象経

費の要件を満たすときは、別表第１に定める補助金の額に、別表第２に定める補助金の額

を加算することができる。 
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 （交付申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「補助申請者」という。）は、事業完了

後に、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交

付申請兼実績報告書（別記第１号様式）に必要な書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の申請書を提出できる期間は、市長が別に定める。 

 （補助対象事業の着手） 

第５条 補助申請者は、補助対象事業について、市が指定する日以後に事業着手しなければ

ならない。 

２ 補助対象事業を複数年度にわたって実施しようとする者は、前条第１項の交付申請を行

うことができない。ただし、事業期間が１年以上の場合であって、当該事業に着手する前

に市長の承認を受けたときは、当該承認を受けた日（以下「事業開始承認日」という。）

の属する年度の翌年度に限り、前条第１項の交付申請を行うことができる。 

３ 前項ただし書の承認を受けようとする者（以下「事業開始承認申請者」という。）は、

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金事業開始

承認申請書（別記第２号様式）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による事業開始承認の申請があったときは、その内容を審査し、事

業開始承認申請者に対して、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不

可）導入事業費補助金事業開始（変更）承認（不承認）通知書（別記第３号様式。第８項

において「通知書」という。）により通知するものとする。 

５ 事業開始承認申請者は、補助対象事業について、事業開始承認日以後に事業着手しなけ

ればならない。 

６ 事業開始承認申請者は、事業開始承認日の属する年度の翌年度の４月１日から市が指定

する日までの間は、補助対象事業を実施してはならない。 

７ 事業開始承認申請者は、当該承認を受けた内容を変更する場合は、あらかじめ亀岡市家

庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金事業変更承認申請

書（別記第４号様式）を市長に提出し、その承認を得なければならない。 

８ 市長は、前項の規定による事業変更承認の申請があったときは、その内容を審査し、事

業変更承認申請者に対して、通知書により通知するものとする。 

 （交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、第４条の交付申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付

決定兼確定通知書（別記第５号様式）により、適当でないと認めたときは、亀岡市家庭向

け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金不交付決定通知書（別

記第６号様式）により補助申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定する場合において、必要があると認める

ときは、その事業について条件を付すことができる。 

 （補助金の請求） 

第７条 前条の規定により、補助金の交付の決定を受けた者は、亀岡市家庭向け自立型再生

可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付請求書（別記第７号様式）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

 （補助金の返還等） 

第８条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定を

取り消し、既に交付した補助金があるときは、その交付を受けた補助金の全部又は一部を

返還させるものとする。 

⑴ 虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明したとき。 
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⑵ この要綱に違反したとき。 

⑶ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

 （管理） 

第９条 補助対象者は、法定耐用年数の期間、善良な管理者の注意をもって当該補助対象設

備を管理し、その居住する住宅における電力の消費の用に充てるように努めなければなら

ない。 

２ 前項の場合において、補助対象者は、天災その他補助対象者の責に帰すことのできない

理由により当該設備が毀損され、又は滅失したときは、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

 （処分の制限） 

第１０条 補助対象者は、法定耐用年数の期間内において、当該補助対象設備を処分しよう

とするときは、あらかじめ亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金処分承認申請書（別記第８号様式）を市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

 （協力） 

第１１条 市長は、この要綱による補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じて補助対象

設備に関する資料の提供その他協力を求めることができる。 

 （確認及び検査） 

第１２条 市長は、補助対象者に対し、当該補助対象設備の使用状況その他の必要な事項に

ついて確認し、又は検査をすることができる。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。
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別表第１（第３条関係） 

 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

補助対象者 補助対象設備 補助対象経費 補助金の額 

次の要件を全て

満たす者 

⑴ 市内の自ら

が居住する住

宅に住宅用太

陽光・蓄電設

備を同時に設

置した者又は

市内の住宅用

太陽光・蓄電

設備付新築住

宅を購入し、

自らが居住し

ている者で、

いずれも同場

所において電

灯契約を締結

しているもの

であること。 

⑵ 事業完了日

が属する年度

において、申

請書提出期間

内に申請を行

った者である

こと。 

⑶ 市税を滞納

していない者

であること。 

 

次の要件を全て満たすもの 

⑴ 設置する設備に係る国又は

本市の補助金の交付を受けて

いないこと。 

⑵ 府要領別表２に定める要件

を全て満たしていること。 

⑶ 住宅用の太陽光発電設備に

あっては、当該設備を用いて

発電した電気を電気事業者に

供給する場合は、当該設備の

設置場所を含む一の需要場所

において使用される電気とし

て供給された後の残余の電気

を電気事業者に供給する構造

であり、余剰配線で系統連系

しているものであること。 

⑷ 住宅用の蓄電設備にあって

は、住宅用太陽光発電設備と

常時接続しており、同設備が

発電する電力を充放電できる

蓄電池及び電力変換装置で構

成される設備であって、かつ、

日本産業規格又は一般社団法

人電池工業会規格に適合し、

蓄電容量が１キロワットアワ

ー以上のものであること。 

国要領別表第１

に定める交付対

象事業費 

次の⑴及び⑵により

算出した額の合計額

とする。ただし、⑴

又は⑵により算定し

た額が、住宅用太陽

光・蓄電設備の１設

備ごとの設置に要す

る費用の２分の１を

超えるときは、その

設置に要する費用の

２分の１の額を足し

合わせる。 

⑴ 住宅用の太陽光

発電設備における

太陽電池モジュー

ルの公称最大定格

出力値の合計値に

１キロワット当た

り２万円を乗じて

得た額（千円未満

の端数が生じたと

きは、これを切り

捨てた額）（８万円

を超えるときは、

８万円） 

⑵ 住宅用の蓄電設

備の蓄電容量に１

キロワットアワー

当たり３万４千円

を乗じて得た額

（千円未満の端数

が生じたときは、

これを切り捨てた

額）（２０万４千円

を超えるときは、

２０万４千円） 
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別表第２（第３条関係） 

 住宅用給湯機器設置事業 

補助対象者 補助対象設備 補助対象経費 補助金の額 

次の要件を全て

満たす者 

⑴ 市内の自ら

が居住する住

宅に住宅用太

陽光・蓄電設

備を同時に設

置した者又は

市内の住宅用

太陽光・蓄電

設備付新築住

宅を購入し、

自らが居住し

ている者で、

いずれも同場

所において電

灯契約を締結

しているもの

であること。 

⑵ 事業完了日

が属する年度

において、申

請書提出期間

内に申請を行

った者である

こと。 

⑶ 市税を滞納

していない者

であること。 

次の要件を全て満たすもの 

⑴ 別表第１の住宅用太陽光・

蓄電設備と同一年度に設置さ

れた設備であること（事業開

始承認を得た場合を除く。）。 

⑵ 設置する設備に係る国又は

本市の補助金の交付を受けて

いないこと。 

⑶ 府要領別表３に定める要件

を全て満たしていること。 

国要領別表第１

に定める交付対

象事業費 

次の⑴又は⑵の額と

する。ただし、算出

した額に千円未満の

端数が生じたとき

は、これを切り捨て

た額とする。 

⑴ 高効率給湯機器

に係る補助対象経

費の２分の１の額

（３０万円を超え

るときは、３０万

円） 

⑵ コージェネレー

ションシステムに

係る補助対象経費

の２分の１の額

（８０万円を超え

るときは、８０万

円） 
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別記第１号様式（第４条関係） 

 

                               年  月  日 

 （宛先）亀岡市長 

 

                 申請者 

                    住 所 

                    氏 名 

                    電話番号 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（FIT 売電不可） 

導入事業費補助金交付申請兼実績報告書 

 

 亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（FIT 売電不可）導入事業費補助金交付要

綱第４条の規定により、次のとおり申請します。 

 

設置場所 亀岡市 

太陽光発電

設備 

太陽電池

モジュー

ル（パネ

ル） 

型 式 名  

製 造 者 名  

公称最大定格出力           ｋＷ（小数点以下切捨て） A 

パワーコ

ンディシ

ョナ 

型 式 名  

製 造 者 名  

定格出力           ｋＷ（小数点以下切捨て） B 

設置数  

補助金 ① 

［    ］ｋＷ（A・B の低い方）×20,000円 

＝［       ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限80,000円） 

蓄電設備 

型 式 名  

製 造 者 名  

蓄 電 容 量          ｋＷｈ（小数点第 2 位以下切捨て） 

補助金 ② 
［    ］ｋＷｈ×34,000円＝［      ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限204,000円） 

高効率給湯機器・ 

コージェネレーション

システム 

型 式 名  

製 造 者 名  

補助対象経費                   円 

補助金 ③ 

円  

高効率給湯機器（上限300,000円） 

コージェネレーションシステム（上限800,000円） 

補助金交付申請額 

（①＋②＋③） 
金              円 
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添付書類 

⑴ 住民票の写し 

⑵ 市税を滞納していないことを証する書類 

⑶ 太陽光発電設備・蓄電設備の設置場所及び設置状態が確認できる写真 

⑷ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステムの設置状況が分かるも

の 

⑸ 太陽光発電設備の出力対比表 

⑹ 領収金額の明細・内訳が分かる見積書の写し 

⑺ 太陽光発電設備・蓄電設備（・給湯機器）の設置に要した費用が確認で

きる領収書の写し 

⑻ 事業期間の始期と終期が分かる売買契約書（工事請負契約書）の写し 

⑼ 仕様書又はカタログの写し 

⑽ 製品保証書の写し（中古品でないことが確認できる書類） 

⑾ 施工業者からの建物引渡証 補助対象設備付き新築建売物件の場合 

⑿ 発電電力消費計画書及びその算定根拠となる資料 

⒀ 自己チェックリスト兼誓約書 

⒁ 電気事業者との電力受給契約（非ＦＩＴ／非ＦＩＰ）の内容が確認でき

る書類の写し（①系統連系承諾書及び発電量調整供給契約申込書又は②電力

受給契約確認書） 

⒂ 温室効果ガス削減効果計算表 高効率給湯機器補助のみ 

⒃ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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第２号様式（第５条関係） 

                                    年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                      住  所 

 

                      氏  名 

 

                      電話番号 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金事業開始承認申請書 

 

 上記事業について、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費

補助金交付要綱第５条の規定により、事業開始の承認を受けたいので、下記のとおり承認を申請

します。 

 

記 

 

１ 承認を申請する補助事業 

 

  ☐ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

  ☐ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステム設備設置事業 

 

２ 補助事業の実施予定期間 

 

  自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

  高効率給湯機器・コージェネレーションシステム 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

３ 補助申請予定額 

 

                 円 

  （うち、高効率給湯機器・コージェネレーションシステム          円） 

 

４ 添付資料 

 ⑴ 事業計画書（別紙） 

 ⑵ 工程表その他の参考となる書類 
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別紙 

 

事業計画書 

 

１ 承認を申請する補助事業 

  ☐ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

  ☐ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステム設備設置事業 

 

２ 補助事業の実施予定期間 

  自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備 

         年  月  日  ～     年  月  日 

  高効率給湯機器・コージェネレーションシステム 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

設置場所 亀岡市 

太陽光発電 

設備 

太陽電池 

モジュー 

ル（パネ 

ル） 

型 式 名  

製 造 者 名  

公称最大定格出力            ｋＷ（小数点以下切捨て） A 

パ ワ ー 

コンディ

ショナー 

型 式 名  

製 造 者 名  

定 格 出 力            ｋＷ（小数点以下切捨て） B 

設 置 数  

補助金 ① 

［     ］ｋＷ（A・B の低い方）×20,000円 

＝［        ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限80,000円） 

蓄電設備 

型 式 名  

製 造 者 名  

蓄 電 容 量          ｋＷｈ（小数点第2位以下切捨て） 

補助金 ② 
［     ］ｋＷｈ×34,000円＝［       ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限204,000円） 

高効率給湯機器・ 

コージェネレーション

システム 

型 式 名  

製 造 者 名  

補助対象経費                     円 

補助金 ③ 

                    円 

高効率給湯機器（上限300,000円） 

コージェネレーションシステム（上限800,000円） 

補助申請予定額（変更 

後の補助申請予定額） 

（①＋②＋③） 

金              円 
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第３号様式（第５条関係） 

                                    年  月  日 

 

 

            様 

 

 

                        亀岡市長           □印 

 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金事業開始（変更）承認（不承認）通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩ

Ｔ売電不可）導入事業費補助金事業開始（変更）承認申請について、下記のとおり承認（不承認）

したので、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付

要綱第５条の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 承認する事業 

 

 

 

 

２ 不承認とする事業 

 

 

 

 

３ 不承認の理由 
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第４号様式（第５条関係） 

                                    年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                      住  所 

 

                      氏  名 

 

                      電話番号 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金事業変更承認申請書 

 

 事業開始承認を受けた事業について、下記のとおり変更したいので、亀岡市家庭向け自立型再

生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱第５条の規定により、下記のと

おり承認を申請します。 

 

記 

 

１ 変更承認を申請する補助事業 

 

  ☐ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

  ☐ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステム設備設置事業 

 

２ 変更後の補助事業の実施予定期間 

 

  自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

  高効率給湯機器・コージェネレーションシステム 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

３ 変更後補助申請予定額 

 

                 円 

  （うち、高効率給湯機器・コージェネレーションシステム          円） 

 

４ 添付資料 

 ⑴ 事業計画書（別紙） 

 ⑵ 工程表その他の参考となる書類 
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別紙 

 

事業計画書 

 

１ 変更承認を申請する補助事業 

  ☐ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備設置事業 

  ☐ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステム設備設置事業 

 

２ 変更後の補助事業の実施予定期間 

  自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備 

         年  月  日  ～     年  月  日 

  高効率給湯機器・コージェネレーションシステム 

         年  月  日  ～     年  月  日 

 

設置場所 亀岡市 

太陽光発電 

設備 

太陽電池 

モジュー 

ル（パネ 

ル） 

型 式 名  

製 造 者 名  

公称最大定格出力            ｋＷ（小数点以下切捨て） A 

パ ワ ー 

コンディ

ショナー 

型 式 名  

製 造 者 名  

定 格 出 力            ｋＷ（小数点以下切捨て） B 

設 置 数  

補助金 ① 

［     ］ｋＷ（A・B の低い方）×20,000円 

＝［        ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限80,000円） 

蓄電設備 

型 式 名  

製 造 者 名  

蓄 電 容 量          ｋＷｈ（小数点第2位以下切捨て） 

補助金 ② 
［     ］ｋＷｈ×34,000円＝［       ］ 

（1,000円未満は切捨て）（上限204,000円） 

高効率給湯機器・ 

コージェネレーション

システム 

型 式 名  

製 造 者 名  

補助対象経費                     円 

補助金 ③ 

                    円 

高効率給湯機器（上限300,000円） 

コージェネレーションシステム（上限800,000円） 

補助申請予定額（変更 

後の補助申請予定額） 

（①＋②＋③） 

金              円 
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第５号様式（第６条関係） 

                             亀岡市指令  第     号 

                                    年  月  日 

 

 

            様 

 

 

                        亀岡市長           □印 

 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金交付決定兼確定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のありました亀岡市家庭向け自立型再生可能エネル 

ギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金については、亀岡市家庭向け自立型再生可能エネル ギ

ー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり交付決定し、

併せてその額を確定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

交付決定（確定）額 金              円 

設 置 場 所 亀岡市 

条 件 

１ 法定耐用年数の期間内において、当該設備を処分しようとする場合

は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

２ 市長が資料提供を求めたときは、これに従うこと。 

３ その他亀岡市補助金等交付規則及び亀岡市家庭向け自立型再生可

能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱を遵守す

ること。 

備 考  
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第６号様式（第６条関係） 

                             亀岡市指令  第     号 

                                    年  月  日 

 

 

            様 

 

 

                        亀岡市長           □印 

 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金不交付決定通知書 

 

      年  月  日付けで申請のありました亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー

（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金については、下記の理由により不交付とします。 

 

 

記 

 

 

理由 
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第７号様式（第７条関係） 

                                    年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                   申請者 

                      住  所 

                      氏  名 

                      電話番号 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金交付請求書 

 

     年  月  日付け亀岡市指令  第    号で交付決定及び確定を受けた亀岡市

家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金について、亀岡市家庭

向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱第７条の規定によ

り請求します。 

 

 

請求額  金            円 
 

 

（振込先） 

金融機関名 

             銀 行 

                               本店 

             信用金庫 

                               支店 

             農 協 

預金種別・
口 座 番 号 

普 通 ・ 当 座 
       

フ リ ガ ナ  

口座名義人 
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第８号様式（第１０条関係） 

                                    年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                   申請者 

                      住  所 

                      氏  名 

                      電話番号 

 

 

亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）

導入事業費補助金処分承認申請書 

 

 亀岡市家庭向け自立型再生可能エネルギー（ＦＩＴ売電不可）導入事業費補助金交付要綱第 １

０条の規定により、下記のとおり設備の処分について申請します。 

 

記 

 

交付決定（確定）日             年    月    日 

補 助 対 象 者  

処 分 を し た 設 備 
 □ 自家消費型（ＦＩＴ売電不可）住宅用太陽光・蓄電設備 

 □ 高効率給湯機器・コージェネレーションシステム 

処 分 の 方 法 

 □ 売却   □ 譲渡   □ 交換 

 □ 貸与   □ 担保   □ 廃棄 

 □ その他（                       ） 

処 分 の 時 期             年    月    日から 

処 分 の 理 由  

 

 


